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   犬山市創業支援補助金交付要綱（案） 

 

 （趣旨） 

第１条  この訓令は、新たに創業をする者の負担を軽減し、効果的な

事業活動の展開を促進するため、市内における創業及びこれに伴う

営業力の強化に要する費用に対して交付する犬山市創業支援補助金

（以下「補助金」という。）に関し、犬山市補助金等交付規則（昭

和５６年規則第１０号）に定めるもののほか、必要な事項を定める

ものとする。 

 （定義） 

第２条  この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各

号に定めるところによる。 

 (1) 創業  次のいずれかに該当するものをいう。 

  ア  事業を営んでいない個人が所得税法（昭和４０年法律第３３

号）第２２９条の規定による届出により新たに事業を開始する

こと。 

  イ  事業を営んでいない個人が新たに会社（会社法（平成１７年

法 律 第 ８ ６ 号 ） 第 ２ 条 第 １ 号 に 規 定 す る 会 社 を い う 。 以 下 同

じ。）を設立し、当該会社が事業を開始すること。 

 (2) 創業日 前号アに該当する場合にあっては開業の日、同号イに

該当する場合にあっては会社の設立の日をいう。 

 (3) 創業計画書 市が実施する中小企業無料経営相談を受けて作成

した創業に係る計画書をいう。 

 （補助対象者） 

第３条  補助金の交付対象となる者（以下「補助対象者」という。）

は、次に掲げる要件を全て満たす者であって、第７条第１項の認定

決定（以下単に「認定決定」という。）を受けたものとする。 

 (1) 市内に事業所を設置して事業を行うこと。 

 (2) 第６条の認定申請の日から１年以内に創業を予定しているこ

と。 
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 (3) 創業日から３年以上の事業の継続が見込まれること。 

 (4) 次のいずれかに該当する者であること。 

  ア  前条第１号アに該当する場合 第９条の交付申請の日（以下

「交付申請日」という。）において、市の住民基本台帳（住民

基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）第５条に規定する住民

基本台帳をいう。以下同じ。）に記載された住所に現に居住し

ていること。 

  イ  前 条 第 １ 号 イ に 該 当 す る 場 合  第 １ １ 条 の 報 告 の 日 に お い

て、市内を本店の所在地とする法人登記が行われていること。 

 (5) 特定創業支援等事業（犬山市創業支援等事業計画に定める事業

をいう。）を受けたことの証明書が発行されていること。ただし

市長が認める場合を除く。 

 (6) 創業計画書を作成していること。 

 (7) 許認可を要する業種において創業をする者にあっては、既に当

該許認可を受けていること又は創業日までに許認可を受けること

が確実であること。 

 (8) 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３

年法律第１２２号）第２条第１項に規定する風俗営業及び同条第

５項に規定する性風俗関連特殊営業に該当する事業でないこと。 

２  前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する者は、

補助金の交付対象としない。 

 (1) 犬山市税条例（昭和２９年条例第１７号）第３条に規定する市

税及び犬山市国民健康保険条例（昭和３６年条例第１９号）第７

条に規定する国民健康保険税（以下「市税等」という。）を滞納

している者 

 (2) 犬山市暴力団排除条例（平成２４年条例第３４号）第２条第１

号に規定する暴力団若しくは同条第２号に規定する暴力団員又は

これらと密接な関係を有する者 

 (3) フランチャイズ契約又はこれに類する契約に基づく事業を予定

している者 
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 (4) 他の者が行っていた事業を承継して行う者 

 (5) 過去に補助金の交付を受けた者 

３  補助対象者が次に掲げる要件を全て満たす場合は、移住支援加算

補助の対象とする。 

 (1) 第６条の認定申請の日において市の住民基本台帳に記録されて

１年以内であること又は当該日から交付申請日までの間に市の住

民基本台帳に新たに記録され、その記載された住所に現に居住し

ていること。 

 (2) 市の住民基本台帳に記録された日前の３年間、市外の住民基本

台帳に記録されていること。 

 (3) 創業日から３年以上継続して市内に居住する意志があること。 

 （補助対象経費） 

第 ４ 条  補 助 金 の 交 付 対 象 と な る 経 費 （ 以 下 「 補 助 対 象 経 費 」 と い

う。）は、認定決定の日から交付申請日までに要した創業に係る経

費のうち、別表第１に定める経費とする。ただし、国、県又は市の

他の制度に基づく補助の対象となる経費を除く。 

２  移 住 支 援 加 算 補 助 の 対 象 と な る 経 費 （ 以 下 「 移 住 経 費 」 と い

う。）は、市への移住に要した経費のうち、別表第２に定める経費

とする。ただし、国、県又は市の他の制度に基づく補助の対象とな

る経費を除く。 

 （補助金の額） 

第５条  補助金の額は、補助対象経費の額に２分の１を乗じて得た額

（その額に１，０００円未満の端数があるときは、これを切り捨て

た額）とし、１００万円を限度とする。 

２  移住支援加算補助の額は、移住経費の額に２分の１を乗じて得た

額（その額に１，０００円未満の端数があるときは、これを切り捨

てた額）とし、別表第２に定める額を限度とする。 

 （認定申請） 

第６条  補助対象者の認定を受けようとするものは、犬山市創業支援

補助金認定申請書（様式第１）に次に掲げる書類を添えて、補助金
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に係る創業に着手する日の前日までに市長に提出しなければならな

い。 

 (1) 創業計画書の写し 

 (2) 補助対象事業計画書（様式第２） 

 (3) 補助対象経費の内容が確認できる見積書 

 (4) 市税等の未納がないことを証する書類 

 (5) 事業所の場所が分かる位置図 

 (6) その他市長が必要と認める書類 

 （認定の決定及び通知） 

第７条  市長は、前条の申請があったときは、その内容を審査し、犬

山 市 創 業 支 援 補 助 金 認 定 （ 不 認 定 ） 決 定 通 知 書 （ 様 式 第 ３ ） に よ

り、認定の可否について当該申請をした者に通知するものとする。

この場合において、市長は、必要があると認めるときは、当該認定

決定に条件を付すことができる。 

２  市長は、補助対象者の不認定を決定したときは、前項の通知書に

その理由を記載しなければならない。 

 （補助事業の変更） 

第８条  認定決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）は、当

該認定決定に係る事業（以下「補助事業」という。）の内容を変更

しようとするときは、あらかじめ犬山市創業支援補助金変更認定申

請書（様式第４）に第６条に掲げる書類（当該内容の変更に係るも

のに限る。）を添えて市長に提出し、その承認を受けなければなら

ない。 

２  市長は、前項の申請があったときは、その内容を審査し、適当と

認 め る と き は 犬 山 市 創 業 支 援 補 助 金 変 更 交 付 認 定 通 知 書 （ 様 式 第

５）により、不適当と認めるときは犬山市創業支援補助金変更認定

申請却下通知書（様式第６）にその理由を記載して、補助事業者に

通知するものとする。この場合において、市長は、必要があると認

めるときは、既に付した条件を取り消し、若しくは変更し、又は新

たに条件を付すことができる。 
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 （補助事業の中止又は廃止） 

第 ９ 条  補 助 事 業 者 は 、 補 助 事 業 を 中 止 又 は 廃 止 し よ う と す る と き

は 、 あ ら か じ め 犬 山 市 創 業 支 援 補 助 金 中 止 ・ 廃 止 届 出 書 （ 様 式 第

７）を市長に提出しなければならない。 

 （交付申請） 

第１０条 補助事業者は、補助金の交付を受けようとするときは、認

定決定の日から１年以内かつ創業日以後に、犬山市創業支援補助金

交付申請書（様式第７）に次に掲げる書類を添えて、市長に提出し

なければならない。 

 (1) 第６条に掲げる書類（同条の認定申請をした時からその内容に

変更がない書類を除く。） 

 (2) 第３条第１号アに該当する場合にあっては、創業日において市

の住民基本台帳に記録されていることを証する書類 

 （交付の決定及び通知） 

第１１条 市長は、前条の申請があったときは、その内容を審査し、

犬山市創業支援補助金交付（不交付）決定通知書（様式第８）によ

り、補助金の交付の可否について当該申請をした者に通知するもの

とする。この場合において、市長は、必要があると認めるときは、

当該交付決定に条件を付すことができる。 

２  市長は、補助金の不交付を決定したときは、前項の通知書にその

理由を記載しなければならない。 

 （実績報告） 

第１２条 補助事業者は、補助事業が完了したときは、犬山市創業支

援補助金実績報告書（様式第９）に次に掲げる書類を添えて、前条

第１項の交付決定の日から３０日を経過する日又は当該交付決定の

日が属する年度の３月３１日のいずれか早い日までに市長に提出し

なければならない。 

 (1) 補助事業が完了したことを証する書類 

 (2) 補助事業に係る支払いが完了したことを証する書類 

 (3) 第３条第１号アに該当する場合にあっては、税務署長に提出し
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た開業届の写し 

 (4) 第３条第１号イに該当する場合にあっては、登記事項証明書の

写し 

 (5) 許認可を要する業種において創業をした者にあっては、営業許

可証等当該許認可を受けたことを証する書類 

 (6) 創業の状況が分かる資料 

 (7) 移住支援加算補助の対象となる場合にあっては、３年以上継続

して市外に居住していたことを証する戸籍の附票の写し、住民票

の除票の写し等 

 (8) その他市長が必要と認める書類 

（補助金の交付） 

第１３条  市長は、前条の報告があったときは、その内容を審査し、

必要に応じて現地調査等を行い、補助事業の完了を確認し、適当と

認めるときは、交付すべき補助金の額を確定し、犬山市創業支援補

助金額確定通知書（様式第１０）により当該報告をした者に通知す

るものとする。 

（書類の整備及び保存） 

第１４条  補助事業者は、補助事業に係る経理についての収支を明ら

か に し 、 関 係 諸 帳 簿 及 び 証 拠 書 類 を 整 備 し て お か な け れ ば な ら な

い。 

２  前項の帳簿等は、創業日の属する年度の翌年度から５年間保存し

なければならない。 

（検査等） 

第１５条 市長は、補助事業者に対し、補助事業に関して必要な指示

をし、報告を求め、又は検査することができる。 

（経営状況の報告） 

第１６条 補助事業者は、創業日以後３年間、決算（当該日の属する

年度を含む決算期に係るものを除く。）に係る確定申告書又は財務

諸表等の決算書類を市長に提出しなければならない。 

（処分の制限） 
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第１７条  補助事業者は、補助金により取得した財産を、市長の承認

を 受 け る こ と な く 、 補 助 事 業 以 外 の 目 的 に 使 用 し 、 譲 渡 し 、 交 換

し、貸し付け、又は担保に供してはならない。ただし、創業日の属

する年度の翌年度から５年間を経過した場合は、この限りでない。 

（雑則） 

第１８条 この訓令に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に

定める。 

   附  則  

１  この訓令は、令和６年４月 日から施行する。 

別表第１（第４条関係） 創業支援補助金 

項目  補助対象経費 対象とならない経費 

共通事

項  

創業計画書に記載されて

いるもの  

創業計画書に記載のないもの  

事業所

等の工

事費用  

新たに設ける事業所等の

外装工事、内装工事等の

工事費用（住居等を兼用

する場合は、事業所等に

係る工事費用に限る。）  

住居等を兼用する場合で、事

業所等と明確に区分できない

場合の工事費用  

設備費 事業の実施に必要な機械

装置、工具、器具及び備

品の購入費用 

・車両購入費 

・取得価格が３万円に満たな

い設備の購入費用 

店舗等

の賃貸

に必要

な経費  

店舗及び事務所の借入に

伴う仲介手数料 

火災保険料及び地震保険料 

 

書類作

成費  

・登録免許税 

・創業又は法人設立に伴

う司法書士、行政書士等

へ支払う申請資料作成費

・定款認証料及び収入印紙代 

・その他官公署へ提出する住

民票記載事項証明書、印鑑証

明書等の取得費用  
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用  

広報費  ・販路拡大に係る広告宣

伝費用及びパンフレット

印刷費用 

・ダイレクトメールの郵

送料  

・創業に係る広報費用と限定

できないもの。 

・切手の購入費用  

 備 考  補 助 事 業 が 国 等 の 補 助 金 等 の 交 付 対 象 で あ る 場 合 に あ っ て

は、当該補助金等の額を補助対象経費の額から控除するものとす

る。 

別表第２（第４条、第５条関係） 移住支援加算補助 

項目  移住経費 対象とならない経費 限度額  

引越費  市内への移住に係る引越

し費用  

移住に伴う家具、家

電等の購入費  

５０万

円  

家賃、

不動産

購入費  

・創業日から当該日から

１年を経過する日までの

期間に係る住居の賃借

料。  

・住居として使用する不

動産の購入費（事務所と

して使用する部分を含む

場合は、賃借料に住居に

係る使用面積の割合を乗

じた額を対象とする）  

事務所として使用す

る部分と明確に区分

できない場合の賃借

料及び不動産の購入

費  

６０万

円  

 備考  補助事業が国等の補助金等の交付対象である場合にあって

は、当該補助金等の額を補助対象経費の額から控除するものとす

る。 


